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歳
入
歳
出
決
算 

　
平
成
21
年
度
一
般
会
計
の
歳
入
は
、

前
年
と
比
べ
62
億
６
６
０
７
万
円
増

の
４
４
１
億
９
６
３
０
万
円
で
し
た
。

臨
時
交
付
金
な
ど
の
国
か
ら
の
歳
入

が
24
億
２
７
４
２
万
円
の
増
、安
全
安

心
の
ま
ち
づ
く
り
に
合
併
特
例
債
を

活
用
し
た
た
め
市
債（
借
入
金
）が
45

億
９
４
２
０
万
円
の
増
に
な
り
ま
し

た
。ま
た
、ナ
イ
タ
ー
レ
ー
ス
開
催
な

ど
経
営
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
る
競

艇
事
業
か
ら
繰
入
金
２
億
円
（
20
年

度
は
１
億
円
）が
確
保
で
き
ま
し
た
。

し
か
し
、景
気
の
低
迷
で
市
税
収
入
は
、

６
億
４
４
５
４
万
円
減
り
ま
し
た
。 

　
一
方
、
歳
出
は
前
年
度
と
比
べ
65

億
５
５
３
万
円
増
の
４
３
１
億
２
２

９
１
万
円
で
し
た
。
健
全
な
財
政
運

営
に
向
け
、
事
業
の
見
直
し
や
改
善

を
進
め
て
い
ま
す
が
、
社
会
保
障
費

の
増
加
や
大
型
建
設
事
業
が
集
中
し

た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。 

　
性
質
別
の
決
算
状
況 

●
人
件
費
　
定
年
退
職
な
ど
で
職
員

数
が
減
り
、
前
年
度
と
比
べ
12
億
７

４
０
万
円
減 

●
扶
助
費
　
高
齢
化
の
進
展
や
生
活

保
護
対
象
者
の
増
加
で
、
前
年
度
と

比
べ
４
億
１
１
１
３
万
円
増 

●
投
資
的
経
費
　
小
中
学
校
ト
イ
レ

の
洋
式
化
や
公
共
施
設
の
耐
震
化
、

高
潮
対
策
や
主
要
幹
線
道
路
の
整
備

な
ど
で
、
前
年
度
と
比
べ
51
億
９
３

６
８
万
円
増 

　
市
債（
借
入
金
）の
状
況 

　
合
併
特
例
債
を
活
用
し
、
新
消
防

庁
舎
施
設
整
備
や
新
学
校
給
食
セ
ン

タ
ー
新
築
整
備
な
ど
大
型
事
業
を
行

い
、
一
般
会
計
の
市
債
が
前
年
度
と

比
べ
50
億
６
０
３
４
万
円
増
え
ま
し

た
。合
併
特
例
債
は
元
利
償
還
金（
借

入
金
返
済
）
の
７
割
、
臨
時
財
政
対

策
債
は
全
額
が
地
方
交
付
税
措
置
さ

れ
ま
す
。 

　
財
政
健
全
化
法
で
地
方
公
共
団

体
の
財
政
の
健
全
性
を
示
す
指
標

と
し
て
、
健
全
化
判
断
比
率
と
公

営
企
業
会
計
を
対
象
と
し
た
資
金

不
足
比
率
の
公
表
が
義
務
付
け
ら

れ
て
い
ま
す
。 

　
健
全
化
判
断
比
率
の
４
指
標
の

う
ち
、
い
ず
れ
か
１
つ
で
も
早
期

健
全
化
基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合

に
は「
財
政
健
全
化
計
画
」を
、
資

金
不
足
比
率
が
経
営
健
全
化
基
準

以
上
と
な
っ
た
場
合
に
は
「
経
営

健
全
化
計
画
」
を
策
定
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。 

　
平
成
21
年
度
決
算
に
基
づ
く
市

の
健
全
化
判
断
比
率
は
、
す
べ
て

の
指
標
で
基
準
を
大
き
く
下
回
っ

て
い
ま
す
＝
左
表
参
照
＝
。
ま
た
、

資
金
不
足
比
率
は
競
艇
事
業
や
水

道
事
業
な
ど
４
つ
の
公
営
企
業
会

計
す
べ
て
で
黒
字
と
な
っ
て
お
り
、

市
の
財
政
状
況
は
良
好
な
状
態
に

あ
る
と
い
え
ま
す
。 

　
し
か
し
、
今
後
も
引
き
続
き
厳

し
い
財
源
確
保
が
予
想
さ
れ
る
た

め
、
よ
り
一
層
、
財
政
の
健
全
化

に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

〈
4
指
標
〉 

①
実
質
赤
字
比
率
　
一
般
会
計
な

ど
の
赤
字
の
程
度 

②
連
結
実
質
赤
字
比
率
　
市
の
す

べ
て
の
会
計
の
収
支
を
合
わ
せ
た

地
方
公
共
団
体
と
し
て
の
赤
字
の

程
度 

③
実
質
公
債
費
比
率
　
市
債
や
そ

れ
に
準
じ
る
負
担
が
、市
税
な
ど
の

標
準
的
な
収
入
に
占
め
る
割
合 

④
将
来
負
担
比
率
　
一
般
会
計
な

ど
が
将
来
に
負
う
実
質
的
な
負
担

の
程
度 

財 政 課  
蘂24-8803

財
政
改
善
で
健
全
な
段
階
を
維
持 
財
政
改
善
で
健
全
な
段
階
を
維
持 

平成21年度 
決算 

　
市
民
の
み
な
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
税
金
が
ど
の
よ
う
に
使

わ
れ
、
財
政
状
況
が
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

す
べ
て
の
指
標
の 

基
準
を
ク
リ
ア 

歳入 歳出 
431億 
2291万円 

79,042円 

441億 
9630万円 

義務
的

経
費

投
資
的
経
費

そ

の
他 経 費

●市債の現況（平成21年度末現在高） ●市有財産などの現況 
　（平成21年度末現在） 

（単位：円） 

（単位：円） 

●特別会計 

①一般会計 

②特別会計 

（単位：円） ③企業会計 

（平成22年4月1日現在の人口110,486人で計算） 
中央学校給食センター 

基金の状況（貯金にあたるお金） 

市民1人当たり 

会　　計　　名 歳入総額 

区　　分 償還残高 

歳出総額 差引額 

国民健康保険特別会計 

国民健康保険診療所特別会計 

公共下水道特別会計  

農業集落排水特別会計 

駐 車 場 特 別 会 計  

老 人 保 健 特 別 会 計  

後期高齢者医療特別会計 

介 護 保 険 特 別 会 計  

介護保険サービス特別会計 

養護老人ホーム特別会計 

110億1474万 

1億  803万 

30億9622万 

1億1915万 

1億6594万 

1647万 

11億  646万 

60億9086万 

7880万 

1億4086万 

土 木 債  

教 育 債  

総 務 債  

衛 生 債  

民 生 債  

消 防 債  

農 林 水 産 業 債  

減 収 補 て ん 債  

減 税 補 て ん 債  

臨時税収補てん債 

臨時財政対策債 

災 害 復 旧 債  

合　　計 

68億7638万 

73億8123万 

27億5599万 

13億2918万 

6億5099万 

34億4412万 

6億6409万 

1億7800万 

21億3837万 

3億 72万 

102億7471万 

1億 33万 

360億9411万 

区　　分 償還残高 

公共下水道事業債 

農業集落排水事業債 

駐車場整備事業債 

国民健康保険診療所事業債 

合　　計 

155億9131万 

13億3354万 

1億  463万 

4452万 

170億7400万 

区　　分 償還残高 

水 道 事 業 債  

競 艇 事 業 債  

合　　計 

89億9049万 

28億8028万 

118億7077万 

114億4673万 

1億  803万 

30億7854万 

1億1888万 

1億6594万 

1647万 

11億  360万 

60億6706万 

7880万 

1億4086万 

▲4億3199万 

0 

1768万 

27万 

0 

0 

286万 

2380万 

0 

0 

■健全化判断比率 

健全化判断比率 

実 質 赤 字 比 率  

連 結 実質赤字比率  

実 質 公 債 費 比 率  

将 来 負 担 比 率  

丸亀市 

赤字なし 

赤字なし 

10.9% 

84.7%

 

12.19% 

17.19% 

25% 

350%

 

20% 

40% 

35%

早期健全化 
基　準 

財政再生 
基　準 

種　　別 保有量 

土 地  
（うち共有林） 

建 物  

出資による権利 

債 権  

基 金  

有 価 証 券  

6,544,164裃 
（1,030,444裃） 

466,013裃 

13億2183万円 

6億7180万円 

87億3300万円 

2億4026万円 

※土地・建物には、市庁舎、消防施設、
　学校、幼稚園、公営住宅、保育所、山
　林などが含まれています。  

人件費 
81億3319万円 

18.9％ 市　税 
141億1656万円 

31,9％ 
扶助費 

63億6575万円 
14.8％ 

市　債 
79億9720万円 

18.1％ 

国庫支出金 
64億6887万円 

14.6％ 

地方交付金 
63億4629万円 

14.4％ 

公債費 
34億3510万円 

8.0％ 

投資的経費 
98億8619万円 

22.9％ 

補助費等 
53億2195万円 

12.3％ 

物件費 
44億1510万円 

10.2％ 
繰出金 

41億1317万円 
9.5％ 

県支出金 
21億230万円 

4.8％ 
諸収入 

18億7114万円  4.2％ 

地方消費税交付金 
10億546万円  2.3％ 

使用料及び手数料 
8億6343万円  2.0％ 分担金及び負担金 

7億1544万円  1.6％ 
地方譲与税ほか 
27億961万円  6.1％ 

積立金ほか 
14億5246万円 

3.4％ 

（単位：円） 




